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報告第８号 
専決処分事項の報告について 

（損害賠償の額の決定及び和解） 

１ 要  旨 

  公用車の事故による示談の締結について、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１８０条第１項の規定により、専決処分をしたので、同条第

２項の規定により報告するもの。 

２ 内  容 

（１）相 手 方

運転手  土浦市在住の個人 

車 両  土浦市所在の企業 

（２）示談内容

・過失割合  かすみがうら市 １０％ ： 相手方 ９０％ 

・損害賠償額 かすみがうら市 ５３，０００円

相手方 ４２０，４６３円 

（３）事故の内容 令和３年６月７日に土浦市内において、県道を走行

していた公用車に、右折しようとした相手方車両が接

触した。 

（４）事故発生状況図

３ 専決処分日 

  令和３年１０月１４日 

〔 総務部：検査管財課 〕 

凡 例

公用車
 

相
手
方

神立駅 神立駅 

車

進 路
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報告第９号
専決処分事項の報告について

（和解）

１ 要  旨

市内において道路側溝蓋（グレーチング）を盗んだ犯人との、盗難被害

に係る和解について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分

したので、同条第２項の規定により報告するもの。

２ 内  容

（１） 盗難発生期間 令和３年４月３０日（金）から

令和３年７月１６日（金）まで

（２） 盗難発生場所 市内千代田地区（飯田地内・中志筑地内・新治

（３） 相手方

地内・下土田地内・西野寺地内）

（住所）

（氏名）

（４） 事件の概要 上記期間に、市内千代田地区において道路側溝蓋

（グレーチング）４２枚の盗難が発生。犯人が令

和３年７月１６日に検挙され、その後相手方より

被害弁償の申出があった。

(５) 和解の概要

ア 相手方は市対し、本件の被害弁償として、市が指定する規格

の道路側溝蓋（グレーチング）４２枚を弁済。

３ 専決処分日

令和３年１１月１７日

〔 都市建設部：道路課 〕
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承認第８号 
専決処分事項の承認を求めることについて

〈令和３年度かすみがうら市一般会計補正予算（第７号）〉 

１ 要  旨

  令和３年度かすみがうら市一般会計補正予算（第７号）について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処

分したので、同条第３項の規定により、これを議会に報告し、承認を求め

るもの。 

２ 内  容 

 新型コロナウイルス感染症に係るワクチン追加接種（３回目接種）の体

制を確保し、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置により経済活動に影響

を受けた事業者への支援を行うことに加え、不妊に悩む夫婦の経済的負担

の軽減を図るため、早急な予算措置をする必要があることから令和３年度

一般会計補正予算（第７号）により補正を行った。 

３ 専決処分日 

  令和３年１０月２６日 

〔 市長公室：政策経営課 〕 
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令和3年度 一般会計補正予算第7号 R031026専決

No 事業 内　　　　　　　容

1 公共交通対策事業（政策） 4,550

新型コロナウイルス感染症対策交通事業者等支援金
　　乗合バス事業者　5路線×200千円
　　貸切バス事業者　5事業者×500千円
　　　　　　　　　　30台×20千円
　　タクシー・運転代行事業者
　　　　　　　　　　1事業者×100千円
　　　　　　　　　　7事業者×50千円

4,550

2 新型コロナウイルスワクチン接種事業 149,333

ワクチン接種謝礼
　　集団接種謝礼（医師、看護師、薬剤師等） 32,032

相談体制等（コールセンター）設置委託
　　1月～7月 30,766

ワクチン接種委託 55,917

集団接種会場運営業務委託 2,069

3 不妊治療費助成事業（政策） 2,100

不妊治療費補助金
　　100千円×21件 2,100

4 中小企業対策事業（政策） 29,000

事業者支援一時金
　　（申請予定件数）250件×（交付額）100千円
　茨城県から交付された営業時間短縮要請等関連
　事業者支援一時金の対象となる事業者に対し、
　上乗せ支援する。

25,000

ＪＰＱＲ導入促進奨励金
　　（申請予定件数）80件×（奨励金）50千円
　ＪＰＱＲ：一般社団法人キャッシュレス推進協議
　　　　　　会が策定した決済用統一QRコード・
　　　　　　バーコード

4,000

合　計 184,983

※１　事業の内容は主なものを掲載しているため合計と一致しない場合がある

1 繰越明許費　新型コロナウイルスワクチン接種事業 147,903

・控除する事業費 1,430

550
880

単位：千円

　上記の事業費から、年度内に実施する業務を控除した事業費につい
て、繰越明許費を設定するもの。
　１４９，３３３千円－１，４３０千円＝１４７，９０３千円

　マイナンバー情報連携に係るシステム改修委託
　追加接種に伴うシステム改修委託
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議案第５５号 
かすみがうら市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の

一部を改正する条例の制定について【一部改正】 

１ 要  旨 

  年次休暇の計画的な取得を促進し、職員のワーク・ライフ・バランスの

実現に資するため、一の年ごとに付与している年次休暇を、市の会計年度

に合わせて一の年度ごとに付与するよう所要の改正を行うもの 

 

２ 内  容 

 改正前 改正後 

年次休暇の 

付与単位 

一の年ごとに付与 

１月１日～１２月３１日 

一の年度 ごとに付与 

４月１日～３月３１日 

市の会計年度 

の単位 
４月１日～３月３１日 ４月１日～３月３１日 

 

３ 施行年月日 

  令和４年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 総務部：総務課 〕 
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議案第５６号 
かすみがうら市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部

を改正する条例の制定について【一部改正】 

１ 要  旨 

  新型コロナウイルス感染症から市民等の生命及び健康を保護するための

緊急な作業を行った職員に特殊勤務手当を支給するよう所要の改正を行う

もの 

 

２ 内  容 

  ・第２条（特殊勤務手当の種類） 

   「新型コロナウイルス感染症防疫作業手当」を新設 

  ・第３条の２（新型コロナウイルス感染症防疫作業手当） 

   当該手当の支給対象となる作業を定義 

  ・第１２条（手当の額） 

   当該手当の額の上限を規定 

 

３ 施行年月日 

  令和４年１月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 総務部：総務課 〕 
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議案第５７号 
かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例

の一部を改正する条例の制定について【一部改正】 

１ 要  旨 

  公共施設使用料の一部について、貸出しの実態に応じた改正を

行うため、この条例を制定するもの。 

２ 内  容 

（１） 対象施設

働く女性の家「多目的室」

  （２） 改正理由 

令和３年度に働く女性の家トレーニング室改修工事

を行い、新たな名称を多目的室とする。貸室とするため、

これに対応した使用料を設定する。 

（３） 改正（追加）内容

働
く
女
性
の
家

改正前 改正後（追加） 

室名 料金 室名 料金 

ト レ ー

ニ ン グ

室 

市内 0 円 
多 目

的室 

市内 940 円 

市外 0 円 市外 1,410 円 

  （４） 算定方法 

 公の施設使用料の貸室料金算定にのっとり、５．７円 

（㎡単価）×２００．４１㎡（多目的室面積）×６分の５  

（減価償却按分）とし、端数を調整した。 

 市外料金は、市内料金の１．５倍とした。 

３ 施行期日

令和４年４月１日 

〔 公共施設等マネジメント推進室 〕 
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議案第５８号 

かすみがうら市家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につい

て【一部改正】 

１ 要  旨 

  家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省

令第６１号）の一部改正に伴い、所要の整備を図るため、この条例を制定

するもの。 

２ 内  容 

（１） 連携施設の確保免除

ア これまで、家庭的保育事業者、小規模保育事業者及び事業所内

保育事業者は、満３歳で卒園する子どもの受皿となる連携施設

（保育所、幼稚園又は認定こども園をいう。以下同じ。）を確保

することとされていたが、卒園後に保育所などを優先的に利用で

きる措置を講じている場合は、連携施設の確保を要しない旨を

規定するもの（本則第６条第４項）。

イ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち満３歳以上の児童に

対して保育を行う場合は、連携施設の確保を要しない旨を規定

するもの（本則第４５条第２項）。

（２） 連携施設の確保義務の緩和（本則第６条第５項）

家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業における

卒園後の受け皿の役割等を担う連携施設に、企業主導型保育事業

に係る施設（企業が自社従業員の子どもを預かるために事業所内

や周辺の商業施設等に開設した保育施設をいう。）や地方公共団体

からの助成を受けている認可外保育施設（児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）に基づく茨城県知事などの認可を受けていな

い保育施設をいう。）を追加するもの。
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（３） 食事の提供の特例（本則第１６条第４項）

家庭的保育者の居宅において提供される食事について、保育所

などから調理業務を受託し、一定の能力を有する事業者も認める旨

を規定するもの。 

（４） 電磁的記録による作成等（本則第４９条）

諸記録の作成や保存、利用者に交付する書面等について電磁的

記録により行うことができる旨を規定するもの。 

（５） 経過措置期間の延長

ア 食事提供の経過措置が適用されている事業者のうち、居宅以外

で保育を提供している家庭的保育事業については、自園調理への

移行に向けた努力義務を課しつつ、自園調理に関する規定の適用

を猶予する経過措置期間を５年から１０年に延長するもの（附則

第２条第２項）。

イ 家庭的保育事業者、小規模保育事業者及び事業所内保育事業者

が連携施設を確保しないことができる経過措置期間をさらに

５年延長し、１０年とするもの（附則第３条）。

（６） 職員配置の特例（附則第６条から第９条）

小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員

配置に係る特例を規定するもの。 

（７） その他引用条文の改正

３ 施行年月日 

  公布の日 
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◆ 家庭的保育事業の概要

家庭的保育事業 

概要 

 平成22年4月から児童福祉法（昭和22年法律第164号）の保育  

事業の一つとして位置づけられた事業で、家庭的保育者※（保育

士と同等以上の知識、経験を有すると市長が認める者など）の  

自宅や安全に配慮された保育室などで、満3歳未満の子どもを対象

に家庭的な雰囲気の下で、きめ細かな保育を提供するものです。 

定員 1人～5 人 

職員の 

資格 

・市長が行う研修を修了した保育士

・保育士と同等以上の知識、経験を有すると市長が認める者

◆ 小規模保育事業の概要

小規模保育事業 

概要 

 平成27年4月に子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の  

保育事業の一つとして位置づけられた事業で、0から2歳までの子

どもを対象にした保育をいい、多様な事業からの移行を想定し、  

3類型の認可基準を設定するものです。 

事業 

類型 
Ａ型 

(保育所の分園に近い) 

Ｂ型 
（ＡとＣの中間型） 

Ｃ型 
（より家庭的保育事業に近い） 

定員 6～19人 6～10人 

職員の 

資格 
保育士 1/2 以上が保育士 

（保育士以外は研修を実施） 

家庭的保育者 ※ 

◆ 事業所内保育事業の概要

事業所内保育事業 

概要 

 平成27年4月に児童福祉法（昭和22年法律第164号）による家庭的

保育事業等の一つとして位置づけられた事業で、事業所が主体と

なって、その従業員の子どもに保育を実施するほか、地域の保育

を必要とする子どもに保育を提供するものです。 

職員数 
定員20名以上 … 保育所の基準と同様 

定員19名以下 … 小規模保育事業Ａ型、Ｂ型の基準と同様 職員の 

資格 

〔 保健福祉部：子ども家庭課 〕 
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議案第５９号 

かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例の制定について【一部改正】 

１ 要  旨 

  特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て

支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部  

改正に伴い、所要の整備を図るため、この条例を制定するもの。 

 

２ 内  容 

  （１） 連携施設の確保免除（本則第４２条第４項） 

     特定地域型保育 ※の提供を受けていた子どもが、卒園後に保育所 

などを優先的に利用できる措置を講じている場合は、連携施設（保

育所、幼稚園又は認定こども園をいう。）の確保を要しない旨を  

規定するもの。 

      ※ 市が、地域型保育給付費の対象とする事業者から提供を受ける保育をいう。 

  （２） 電磁的記録による作成等（本則第５３条） 

     諸記録の作成や保存、利用者に交付する書面等について電磁的 

記録により行うことができる旨を規定するもの。 

  （３） その他引用条文の改正 

 

３ 施行年月日 

  公布の日 

 

 

 

 

〔 保健福祉部：子ども家庭課 〕 
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 議案第６０号 
かすみがうら市国民健康保険条例の一部を改正する条例

の制定について【一部改正】 

１ 要  旨 

  健康保険法施行令等の一部を改正する政令が公布されたことに伴い、健

康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）に規定される出産育児一時

金の支給額について見直しがあったことから、条例の一部を改正するもの。 

 

２ 内  容 

（１） 出産育児一時金に係る支給額の見直し 

     ・産科医療保障制度 ※において、１分娩あたり１万６，０００円だ

った掛金を１万２，０００円に減額する見直しが行われたことに

併せ、掛金相当額を加算し支給する出産育児一時金の総額につい

ては、少子化対策の重要性を鑑みて支給総額の４２万円を維持す

ることとされたことから、政令に準じ、条例に規定する支給額４

０万４，０００円にその差額４，０００円を加算し、４０万８，

０００円とするもの。 

 

 ※ 産科医療保障制度 

・産科医不足の改善や産科医療提供体制の確保を背景に、分娩に関連して

発症した重度脳性麻痺児とその家族の経済的負担の軽減、原因分析及

び再発防止に資する情報提供を目的に、平成２１年に創設された公益

財団法人日本医療機能評価機構が行う制度。 

 

３ 施行年月日 

  令和４年１月１日 

 

〔 市民部：国保年金課 〕 
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 議案第６１号 

かすみがうら市都市計画法の規定による開発行為の許

可等の基準を定める条例の一部を改正する条例の制定

について【一部改正】 

１ 要  旨 

  都市計画法における開発許可制度の見直しに係る改正に伴い、災害リス

クの高いエリアにおける開発の抑制を図るため改正するもの。 

また、都市計画法第３４条第１２号に基づく開発許可要件において、対

象建築物の用途を一部改正するもの。 

 

２ 内  容 

開発を抑制する区域 

改正前 改正後 

① 溢水
いっすい

、湛
た ん

水
す い

、津波、高潮等によ

る災害の発生のおそれのある土

地の区域 

② 優良な集団農地その他長期にわ

たり農用地として保存すべき土

地の区域 

③ 優れた自然の風景を維持し、都

市の環境を保持し、水源を 涵養
かんよう

し、土砂の流出を防備する等の

ため保全すべき土地の区域 

① 建築基準法（昭和二十五年法律

第二百一号）第三十九条第一項

の災害危険区域 

② 地すべり等防止法（昭和三十三

年法律第三十号）第三条第一項

の地すべり防止区域 

③ 急傾斜地崩壊危険区域 

④ 土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する

法律（平成十二年法律第五十七

号）第七条第一項の土砂災害警

戒区域 

⑤ 水防法（昭和二十四年法律第百

九十三号）第十五条第一項第四

号の浸水想定区域のうち、土地

利用の動向、浸水した場合に想 
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定される水深その他の国土交通

省令で定める事項を勘案して、

洪水、雨水出水（同法第二条第一

項の雨水出水をいう。）又は高潮

が発生した場合には建築物が損

壊し、又は浸水し、住民その他の

者の生命又は身体に著しい危害

が生ずるおそれがあると認めら

れる土地の区域 

⑥ 前各号に掲げる区域のほか、第

八条第一項第二号ロからニまで

に掲げる土地の区域（改正前の

①～③の区域） 

 

改正する建築物用途 

改正前 改正後 

専用住宅 

（住宅のみに限定） 

一戸建ての住宅 

（専用住宅用途に併用住宅等用途

が追加される） 

 

３ 施行年月日 

  令和４年４月１日 

 

〔 都市建設部：都市整備課 〕 
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 議案第６２号 令和３年度かすみがうら市一般会計補正予算（第８号） 

１ 要  旨 

  今回の補正は、歳入歳出予算の総額に、それぞれ３億２千１３７万８千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を、それぞれ２０６億２千７７９万５千

円とするもの。 

 

２ 内  容 

 （１） 歳入の補正                 （単位：千円） 

款 補正前の額 補正額 計 

国庫支出金 3,102,532 153,368 3,255,900 

県支出金 1,525,387 52,796 1,578,183 

寄附金 29,904 8,954 38,858 

繰越金 317,329 100,019 417,348 

諸収入 545,588 6,241 551,829 

歳入合計 20,306,417 321,378 20,627,795 

 

 （２） 歳出の補正                 （単位：千円） 

款 補正前の額 補正額 計 

議会費 143,028 144 143,172 

総務費 2,029,601 74,572 2,104,173 

民生費 6,483,216 295,432 6,778,648 

衛生費 2,020,893 △17,985 2,002,908 

農林水産業費 855,009 25,347 880,356 

商工費 898,364 △5,238 893,126 

土木費 1,520,104 △6,167 1,513,937 
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消防費 881,334 △25,639 855,695 

教育費 3,342,273 △19,088 3,323,185 

歳出合計 20,306,417 321,378 20,627,795 

  

（３） 事業別補正予算の説明             （単位：千円） 

歳出（事業） 補正額 事業担当課 

ア 議会費の事業費 
 

職員等人件費 144 総務課 

イ 総務費の事業費 
 

職員等人件費 

基金運用事業 

企画調整事業 

電子自治体推進事業（政策） 

62,813 

8,954 

330 

2,475 

総務課 

政策経営課 

政策経営課 

情報政策課 

ウ 民生費の事業費 
 

職員等人件費 

国民健康保険特別会計繰出事業 

障害者自立支援事業 

国民年金事務事業 

介護保険特別会計繰出事業 

児童扶養手当支給事業 

児童手当支給事業 

やまゆり保育所管理運営事業 

広域委託事業 

△16,534 

5,134 

106,675 

330 

△5,833 

10,175 

2,771 

2,911 

824 

総務課 

国保年金課 

社会福祉課 

国保年金課 

介護長寿課 

子ども家庭課 

子ども家庭課 

やまゆり保育所 

子ども家庭課 
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 民間保育所事業（政策） 

認定こども園事業 

生活保護等総務事業 

生活保護等扶助事業 

27,362 

92,062 

18,823 

50,732 

子ども家庭課 

子ども家庭課 

社会福祉課 

社会福祉課 

エ 衛生費の事業費 

 職員等人件費 

感染症対策事業 

各種検診事業 

ウエルネスプラザ管理運営事業（政策） 

△22,137 

489 

1,870 

1,793 

総務課 

介護長寿課 

健康づくり増進課 

健康づくり増進課 

オ 農林水産業費の事業費 

 職員等人件費 

園芸振興事業（政策） 

農地中間管理事業（政策） 

土地改良整備支援事業（政策） 

農地維持・資源向上対策事業 

10,128 

6,900 

432 

3,205 

4,682 

総務課 

農林水産課 

農林水産課 

農林水産課 

農林水産課 

カ 商工費の事業費 

 職員等人件費 

雪入ふれあいの里公園等管理運営事業（政策）  

ふるさと応援事業（政策） 

△13,726 

3,086 

5,402 

総務課 

観光課 

地域未来投資推進課 

キ 土木費の事業費 

 職員等人件費 △6,167 総務課 

ク 消防費の事業費 

 職員等人件費 △25,639 総務課 

ケ 教育費の事業費 

 職員等人件費 △19,088 総務課 

〔 市長公室：政策経営課 〕 
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令和3年度 一般会計補正予算第8号 R031130第4回定例会
No 事業 内　　　　　　　容

1 基金運用事業 8,954

地域づくり基金積立金（ふるさと納税分） 8,954

2 電子自治体推進事業（政策） 2,475

茨城県共同システム整備運営協議会負担金
　電子納付機能の追加 2,365

3 国民健康保険特別会計繰出事業 5,134

国民健康保険特別会計繰出金 5,134

4 障害者自立支援事業 106,675

障害福祉サービス費事業 55,633

障害児給付費事業 41,575

国庫負担金等超過交付金返還金 9,467

5 介護保険特別会計繰出事業 △5,833

介護保険特別会計繰出金 △5,833

6 児童扶養手当支給事業 10,175

国庫負担金等超過交付金返還金 10,175

7 児童手当支給事業 2,771

児童手当システム改修委託 1,980

8 やまゆり保育所管理運営事業 2,911

やまゆり保育所遊戯室照明ＬＥＤ交換工事 1,062

やまゆり保育所所庭側通路柱塗装工事 969

やまゆり保育所合併処理浄化槽ブロアモーター交
換工事 880

単位：千円
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No 事業 内　　　　　　　容 単位：千円

9 民間保育所事業（政策） 27,362

保育対策総合支援事業費補助金 2,004

国庫補助金等返還金 25,358

10 認定こども園事業 92,062

市内認定こども園給付費 89,769

11 生活保護等総務事業 18,823

国庫負担金等超過交付返還金
　生活保護費負担金、生活困窮者自立支援
　負担金、生活保護適正化推進事業補助金

18,823

12 生活保護等扶助事業 50,732

介護扶助費 4,330

医療扶助費 46,402

13 各種検診事業 1,870

健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備
事業に伴うシステム改修 1,870

14 ウエルネスプラザ管理運営事業（政策） 1,793

ウエルネスプラザ駐車場整備設計委託 1,793

15 園芸振興事業（政策） 6,900

儲かる産地支援事業費補助金 6,900

16 土地改良整備支援事業（政策） 3,205

県単土地改良上乗せ補助金 3,205
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No 事業 内　　　　　　　容 単位：千円

17 農地維持・資源向上対策事業 4,682

県交付金等返還金 4,682

18 雪入ふれあいの里公園等管理運営事業（政策） 3,086

三ツ石森林公園休憩所整備計画委託 468

三ツ石森林公園周辺遊歩道用地測量業務委託 2,618

19 ふるさと応援事業（政策） 5,402

ふるさと応援寄附金謝礼品 4,084

ふるさと納税一括業務委託 1,182

合　計 321,378

※１　事業の内容は主なものを掲載しているため合計と一致しない場合がある

1 135,084

　令和４年４月１日から令和９年３月３１日までの指定管理者を、
本年度に指定する必要があることから、債務負担行為を追加するも
の。

債務負担行為（追加）
　かすみがうら市交流センター等指定管理料
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議案第６３号
令和３年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予

算（第１号）

１ 要  旨 

  今回の補正は、歳入歳出予算の総額に、それぞれ５１３万４千円を増

額し、歳入歳出予算の総額を、それぞれ４０億５千３１３万４千円とす

るもの。 

２ 内  容 

（１） 歳入の補正 （単位：千円） 

款 補正前の額 補正額 計 

繰入金 302,331 5,134 307,465 

歳入合計 4,048,000 5,134 4,053,134 

（２） 歳出の補正 （単位：千円） 

款 補正前の額 補正額 計 

総務費 45,419 5,134 50,553 

歳出合計 4,048,000 5,134 4,053,134 

（３） 事業別補正予算の説明 （単位：千円） 

歳出（事業） 補正額 事業担当課 

ア 総務費の事業費

職員等人件費 5,134 総務課

  〔 市民部：国保年金課 〕 
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議案第６４号
令和３年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計補正

予算（第１号）

１ 要  旨 

  今回の補正は、歳入歳出予算の総額に、それぞれ８４万７千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を、それぞれ９億４０４万７千円とするもの。 

２ 内  容 

（１） 歳入の補正 （単位：千円） 

款 補正前の額 補正額 計 

繰越金 1 847 848 

歳入合計 903,200 847 904,047 

（２） 歳出の補正 （単位：千円） 

款 補正前の額 補正額 計 

後期高齢者医療広域連合

納付金 
897,264 847 898,111 

歳出合計 903,200 847 904,047 

（３） 事業別補正予算の説明 （単位：千円） 

歳出（事業） 補正額 事業担当課 

ア 後期高齢者医療広域連合納付金の事業費

後期高齢者医療広域連合納付事業 847 国保年金課

  〔 市民部：国保年金課 〕 
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議案第６５号
令和３年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算

（第２号）

１ 要  旨 

  今回の補正は、歳入歳出予算の総額に、それぞれ１０８万９千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を、それぞれ３９億８７５万１千円とするも

の。 

２ 内  容 

（１） 歳入の補正 （単位：千円） 

款 補正前の額 補正額 計 

繰入金 706,601 △5,833 700,768 

繰越金 2,062 6,922 8,984 

歳入合計 3,907,662 1,089 3,908,751 

（２） 歳出の補正 （単位：千円） 

款 補正前の額 補正額 計 

総務費 100,871 △5,833 95,038 

地域支援事業費 120,621 186 120,807 

諸支出金 2,064 6,736 8,800 

歳出合計 3,907,662 1,089 3,908,751 

（３） 事業別補正予算の説明 （単位：千円） 

歳出（事業） 補正額 事業担当課 

ア 総務費の事業費

職員等人件費 △5,833 総務課

イ 地域支援事業費の事業費

職員等人件費 186 総務課
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ウ 諸支出金の事業費

国庫支出金等返還事業 6,736 介護長寿課

〔 保健福祉部：介護長寿課 〕 
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 議案第６６号 
（仮称）千代田中学校区義務教育学校整備工事建築工事

変更請負契約の締結について 

１ 要  旨 

  （仮称）千代田中学校区義務教育学校整備工事建築工事の第１回変更契

約について、かすみがうら市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例（平成１７年かすみがうら市条例第５１号）第２条の

規定により、議会の議決を求めるもの。 

 

２ 内  容 

（１）工事名称 （仮称）千代田中学校区義務教育学校整備工事 

建築工事 

  （２）工事概要  

種 別 主な変更内容 

建築工事 

・既存校舎の内装補修工事、避難用外部階段 

改修工事の追加 

・既存体育館の消防設備修繕工事の追加 

・校舎中庭外構工事の追加 

・敷地内樹木の撤去処分工事の追加 

（３）変更前の契約金額  １，３８８，２００，０００円 

今回変更契約額      ２８，６００，０００円 増額 

変更後の契約金額  １，４１６，８００，０００円 

（４）相 手 方 田中・宮本特定建設工事共同企業体 

          代表者 茨城県筑西市藤ヶ谷２０７５番地 

              株式会社田中工務店 

              代表取締役 田中 邦明 

          構成員 茨城県かすみがうら市岩坪正仏田２２０４ 

              株式会社宮本建設工業 

              代表取締役 宮本 正己 
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（参考）

  工期  令和２年７月１５日から令和４年２月２８日まで 

〔 総務部：検査管財課 〕 
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議案第６７号 
かすみがうら市交流センター等の指定管理者の指定につ

いて 

１ 要  旨 

  令和４年３月３１日をもって、かすみがうら市交流センター等の指定管

理期間が満了となることから、引き続き指定管理者制度を導入し、当該施

設を管理することとしたく、かすみがうら市公の施設の指定管理者の指定

の手続き等に関する条例に基づき、指定管理者の候補者の選定を行ったの

で、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により下記候補者を指定管理

者として指定するため、議会の議決を求めるもの。 

２ 内  容

（１） 候補者名

かすみがうら市大和田５６２

株式会社かすみがうら未来づくりカンパニー

代表取締役 今野浩紹

（２） 指定期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで

〔 産業経済部：観光課 〕 
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 議案第６８号 公の施設の区域外設置に関する協議について 

１ 要  旨 

  土浦市より、かすみがうら市の行政区域内に土浦市道Ⅰ級４２号線の一

部を設置するため、地方自治法第２４４条の３第１項の規定に基づく協議

の申し出がありましたことから、地方自治法第２４４条の３第３項の規定

により議会の議決を求めるもの。 

 

２ 内  容 

  （１） 施設の名称   土浦市道Ⅰ級４２号線 

  （２） 設置の場所   かすみがうら市宍倉６１６１番１から 

 (2) 設置の場所      かすみがうら市宍倉６１６１番６９まで 

  （３） 概算事業費   ５５９，３００，０００円 

（内訳） 

２９６，０６５，０００円（国補：５５％） 

１９４，７９３，９００円（土浦市） 

６８，４４１，１００円（かすみがうら市） 

※ 負担割合 土浦市 74％ かすみがうら市 26％ 

  （４） 事業スケジュール 

      令和４年度    用地買収、物件補償等 

      令和５～７年度  道路改良工事 

  （５） その他 

      別紙をご参照ください。 

 

 

 

〔 都市建設部：道路課 〕 
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土浦市道Ⅰ級４２号線の区域外設置に関する協議書 

 

 地方方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の３第１項の規定により

土浦市道Ⅰ級４２号線の一部をかすみがうら市の区域に下記のとおり設置する。 

 

 令和 年 月 日 

 

                 土 浦 市 長   安藤 真理子 

 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

１ 施設の名称 土浦市道Ⅰ級４２号線 

２ 設置の場所 かすみがうら市宍倉６１６１番１から 

        かすみがうら市宍倉６１６１番６９まで 

３ 位 置 図 別紙のとおり 

４ 経費の負担 道路施設の設置に関する経費については、両市が負担するも

のとし、その負担割合は、別に定めるものとする。 

５ そ の 他 この協議書に定めないことについては、その都度両市で協議

を行い定めるものとする。 

29



土浦市道 Ⅰ級42号線

（協議箇所）

位置図

30



詳細位置図

：土浦市道Ⅰ級42号線

※整備予定箇所900ｍ

：かすみがうら市側

公の施設（区域外）

：土浦市道Ⅰ級42号線

：行政界

土浦市道整備予定箇所

延長：900ｍ

かすみがうら市側

土浦市道Ⅰ級 42号線

設置延長： 385ｍ

かすみがうら市宍倉6161番1

かすみがうら市宍倉6161番69

土浦市道Ⅰ級 42号
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 議案第６９号 市道路線の認定について 

１ 要  旨 

  道路法第８条第２項の規定により、議会の議決を求めるもの。 

 

２ 内  容 

石岡市と本市とが、災害時における緊急輸送路及び災害拠点病院（土浦

協同病院）への連絡道路の一体的な整備を図るため、（仮称）石岡・かすみ

がうら広域幹線道路として新設を進める路線（新治地内）について市道認

定をするもの。 

  （１） 認定しようとする路線 

     ア 路線名 市道６―００１５号線 

     イ 延 長 ６００．００メートル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 都市建設部：道路課 〕 
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認定位置図

市道6-0015号線
起点

終点

【路線認定箇所】

市道6-0015号線

起点：新治字江子田1797番1

終点：新治字江子田前1758番4

延長：600.00ｍ

最大幅員：17.00ｍ

最小幅員：13.00ｍ
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 議案第７０号 市道路線の認定について 

１ 要  旨 

  道路法第８条第２項の規定により、議会の議決を求めるもの。 

 

２ 内  容 

石岡市と本市とが、災害時における緊急輸送路及び災害拠点病院（土浦

協同病院）への連絡道路の一体的な整備を図るため、（仮称）石岡・かすみ

がうら広域幹線道路として新設を進める路線（下稲吉地内）について市道

認定をするもの。 

  （１） 認定しようとする路線 

     ア 路線名 市道６―００１６号線 

     イ 延 長 ２６０．００メートル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 都市建設部：道路課 〕 

35



　認定位置図

終点

市道6-0016号線

起点

【路線認定箇所】

市道6-0016号線

起点：下稲吉字角来前2320番1

終点：下稲吉字角来西2298番2

延長：260.00ｍ

最大幅員：17.00ｍ

最小幅員：13.00ｍ
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 議案第７１号 市道路線の認定について 

１ 要  旨 

  道路法第８条第２項の規定により、議会の議決を求めるもの。 

 

２ 内  容 

  稲吉４丁目地内に位置し、開発行為により造成された路線の市道認定 

をするもの。 

  （１） 認定しようとする路線 

     ア 路線名 市道８―２９３１号線 

     イ 延 長 ４３．８２メートル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 都市建設部：道路課 〕 
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認定位置図

終点

起点

市道8-2931号線

【路線認定箇所】

市道8-2931号線

起点：稲吉4丁目3676番10

終点：稲吉4丁目3705番1

延長：43.82ｍ

最大幅員：9.00ｍ

最小幅員：6.00ｍ
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 議案第７２号 市道路線の廃止について 

１ 要  旨 

  道路法第１０条第３項の規定により、議会の議決を求めるもの。 

 

２ 内  容 

  男神地内に位置する路線を廃止するもの。 

  （１） 廃止しようとする路線 

     ア 路線名 市道６０４０号線 

     イ 延 長 ６３．１８メートル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 都市建設部：道路課 〕 

 

39



 路線廃止位置図

起点

終点
【路線廃止箇所】

市道6040号線

起点：男神322番22

終点：男神341番2

延長：63.18ｍ
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 議案第７３号 市道路線の変更について 

１ 要  旨 

  坂地内の市道の一部について、行政財産の整理に伴う用途廃止より、市

道５１４６号線の路線を変更するため、道路法第１０条第３項の規定によ

り、議会の議決を求めるもの。 

 

２ 内  容 

  坂地内に位置する路線を変更するもの。 

  （１） 変更しようとする路線 

     ア 路線名 市道５１４６号線 

     イ 延 長 ９３７．１２メートル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 都市建設部：道路課 〕 
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 路線変更位置図 変更前路線 変更後路線

起点

終点

市道5146号線

【路線変更箇所】市道5146号線

【変更前】

起点：坂2189番2

終点：坂2076

延長：937.12ｍ

幅員（最小）4.00ｍ（最大）6.80ｍ

【変更後】

起点：坂2189番2

終点：坂2082番3

延長：851.72ｍ

旧佐賀小学校
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